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令和２年度事務事業見直しの概要 

１ 昨年までの事務事業評価の実施内容 

  全庁の事務事業の中から 10 年以上実施しているもののうち、行財政改革推進本部会議におい

て選定した約 120 の事業を、第五次行財政改革を推進するための基本方針の計画期間（平成 29

（2017）～令和２（2020）年度）の４年間の中で、順次評価することとしていました。 

  各年度のスケジュールとしては、７～８月までに評価対象を決定し、その一覧表を９月に市議

会に資料送付し、決算特別委員会において出された意見等を踏まえて、12月頃までに行財政改革

推進本部会議において見直しの方向性について決定します。その後、３月の上旬に結果集として

とりまとめたうえで市議会に予算審議資料として送付していました。 

 

２ 令和２年度事務事業見直しの実施内容 

  年度当初から新型コロナウイルス感染症対策を展開し、その一環として決定した令和３年度の

都市計画税の政策減税の影響などにより、令和３年度の財政状況は例年よりも厳しいものになる

ことが予測されたことから、この状況の中で令和３年度予算を編成するうえで、歳出抑制策の一

つとして、令和２年度は広く全庁的な事務事業見直しを特例的に実施し、これを例年実施してい

る事務事業評価に代えることとし、令和３年度予算の政策的経費要求の際に、原則として全ての

部署において見直しを行うこととしました。 

  各課から提出された見直し事業について、内容を精査したうえで、11月下旬に実施した行財政

改革推進本部会議において対象事業案を決定しました。 

  コロナ禍において例年と異なる取扱いとなることについて市議会と協議した結果を踏まえ、今

年度の事務事業見直し対象案の市議会への情報提供として、住民サービスに直接影響する事業等

の内容について、12月の市議会各常任委員会で行政報告を行いました。 

行政報告において出された意見等を踏まえて、令和３年度予算案の最終調整を行い、２月に実

施した行財政改革推進本部会議において見直し内容を決定しました。最終決定した令和３年度予

算案に基づき、効果額なども含めた見直し結果を本結果集としてとりまとめました。 

見直し区分については、「令和３年度は縮小」、「令和３年度は中止」、「縮小」、「廃止」、「その

他」の区分の中から該当する内容を記載しています。なお、「令和３年度は縮小」、「令和３年度は

中止」の中には、「年次計画の見直し等により、令和３年度の実施を先送りするもの」が含まれて

います。効果額（事業費）については、令和３年度予算案における事務事業見直しによる削減額

（原則として前年当初比）を記載しています。効果額（人件費）については、事務や事業に従事

する職員の業務量に平均人件費を乗じて算出しています。 
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令和２年度 事務事業見直し一覧 

部名 課名 
事業

番号 
事務事業名 

効果額_事業費 
（千円） 

頁 

総
合
政
策
部 

企画調整課 １ 
コミュニティライブサイト及びパブリッ

クビューイング 
5,650 5 

企画調整課 ２ 企画調整会議 0 5 

企画調整課 ３ 進行管理会議 0 6 

秘書広報課 ４ 市勢要覧の発行 832 6 

総
務
部 

総務課 ５ 文書管理に係るアシスタント職員の任用 544 7 

総務課 ６ 余剰切手等の集約化・有効活用事業 0 7 

総務課 ７ 各事業報告等と事務報告書の重複整理 0 8 

情報管理課 ８ 人事給与・庶務事務システム更改（＊） 48,727 8 

情報管理課 ９ 文書管理システム更改（＊） 11,022 9 

情報管理課 10 財務会計システム更改（＊） 42,701 9 

財
務
部 

財政課 

企画調整課 
11 

政策形成基礎及び事業調査研究委託料の

見直し 
11,000 10 

管財課 12 植木借上げ 933 10 

市民税課 13 市税概要の作成 0 11 

資産税課 14 償却資産課税事務 198 11 

納税課 

保険年金課 
15 

市税及び国民健康保険税の収納・徴収体

制の一元化 
3,196 12 

市
民
部 

産業振興課 16 武蔵野桜まつり 13,060 12 

産業振興課 17 技能・産業功労者表彰事業 -94 13 

産業振興課 18 市民農園コンクール 68 13 

産業振興課 19 農業委員会行政視察 1,341 14 

産業振興課 20 青空市 0 14 

市民活動推進課 21 
芸能劇場管理運営（嘱託職員の配置体制

の見直し） 
1,433 15 

市民課 22 多言語電話通訳業務委託の見直し 166 15 

防
災 

安
全
部 

安全対策課 23 コンビニエンスストアへのＡＥＤ設置 109 16 

防災課 24 備蓄品入れ替え手法の変更 -108 16 

環
境
部 

環境政策課 25 効率的なエネルギー活用推進助成事業 11,600 17 

環境政策課 26 武蔵野油田事業 7 17 

環境政策課 27 ＮＯ₂簡易カプセル調査 420 18 

事務事業名の末尾に＊印がついているものは、年次計画の

見直し等により令和３年度の実施を先送りするもの。 
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部名 課名 
事業

番号 
事務事業名 

効果額_事業費 
（千円） 

頁 

環
境
部 

ごみ総合対策課 28 集団回収事業 7,705 18 

ごみ総合対策課 29 朝一番隊 2,674 19 

ごみ総合対策課 30 
市内一斉清掃（ごみゼロデー・市内全域

一斉清掃） 
403 19 

ごみ総合対策課 31 
家庭から出る土・油の拠点回収資源化事

業 
1,562 20 

ごみ総合対策課 32 武蔵野市ごみアプリ 0 20 

下水道課 33 ストックマネジメントの推進（＊） 198,695 21 

緑のまち推進課 34 公園新設工事（＊） 23,044 21 

緑のまち推進課 35 公園等改修工事（＊） 15,458 22 

緑のまち推進課 36 千川上水整備（＊） 37,606 22 

緑のまち推進課 37 仙川水辺環境整備事業（＊） 2,607 23 

健
康
福
祉
部 

地域支援課 38 
在宅医療・介護連携相談支援事業（ホー

ムページ運営委託） 
189 23 

生活福祉課 39 生活保護システムサービス利用料 109 24 

高齢者支援課 40 食事サービス事業 1,330 24 

高齢者支援課 41 高齢者火災安全システム事業 641 25 

障害者福祉課 42 食事サービス事業 6 25 

健康課 43 体重測定会 37 26 

健康課 

保険年金課 
44 

特定健康診査未受診者に対する受診勧奨

通知 
1,612 26 

子
ど
も
家
庭
部 

子ども政策課 45 
子ども・コミュニティ食堂運営費補助事

業 
-250 27 

子ども政策課 46 
子ども・コミュニティ食堂及び学習・生

活支援事業実施団体との連携 
-1,750 27 

子ども政策課 47 各種講座・講演会 250 28 

子ども育成課 48 

処遇改善費加算、期末報償金加算、夏季

休暇代替職員費加算の見直し（保育所運

営費市加算） 

304 28 

子ども育成課 49 
地域子育て支援事業加算の見直し(保育

所運営費市加算） 
3,250 29 

子ども家庭支援

センター 
50 児童育成手当現況届 -121 29 

子ども家庭支援

センター 
51 ひとり親家庭等医療費助成現況届 -98 30 

子ども家庭支援

センター 
52 養育家庭体験発表会 145 30 

児童青少年課 53 自然の村利用促進バス運営委託 1,588 31 
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部名 課名 
事業

番号 
事務事業名 

効果額_事業費 
（千円） 

頁 

都
市
整
備
部 

まちづくり推進

課 
54 

３・４・２号線の整備に伴う沿道まちづ

くり 
4,790 31 

交通企画課 55 放置自転車等対策業務 20,266 32 

交通企画課 56 道路新設改良事業（＊） 136,966 32 

交通企画課 57 環境舗装事業（＊） 22,723 33 

道路管理課 58 道路通報アプリケーションカスタマイズ 1,320 33 

住宅対策課 59 
公営住宅管理システム（athome4）利用

料 
267 34 

教
育
部 

教育企画課 60 学校緑化支援事業 1,018 34 

教育企画課 61 じゅうたん清掃委託 615 35 

教育企画課 62 校舎棟窓ガラス清掃 1,968 35 

教育企画課 63 タイルカーペット清掃 2,258 36 

教育企画課 64 学校周年行事 2,900 36 

教育企画課 65 第五中学校土地買戻し（＊） 261,947 37 

指導課 66 
教職員団体向け補助金（武教研、校長

会、副校長会、事務職員会） 
960 37 

指導課 67 吹奏楽クラブ講師謝礼 120 38 

指導課 68 教育用システム運用管理 9,190 38 

教育支援課 69 特別支援教育専門家スタッフ派遣事業 500 39 

生涯学習スポー

ツ課 
70 

ココ KARAスポーツマップ（むさしのス

ポーツ＆マップガイド）の発行 
484 39 

生涯学習スポー

ツ課 
71 

家庭教育学級「子育て中の方のためのモ

ーニング・コンサート」 
579 40 

生涯学習スポー

ツ課 
72 

16ミリ映写機及びフィルムの管理・貸出

業務 
61 40 

生涯学習スポー

ツ課 
73 文化財散策マップのデジタル化 500 41 

生涯学習スポー

ツ課 
74 民俗資料収集事業 200 41 

図書館 75 
図書館資料収集・保存事業（オンライン

データベース） 
2,577 42 

議会事務局 76 調査旅費 1,080 42 

    923,090  

＊うち、年次計画の見直し等により、 

令和３年度の実施を先送りするもの 801,496千円 
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事業番号 １  

事務事業名 
コミュニティライブサイト及びパブリックビュ

ーイング 
主管課 企画調整課 

事務事業概要 

オリンピック・パラリンピック開催期間中にパブリックビューイングやステージ

イベント・観光案内などを行うコミュニティライブサイトを、公会堂に常時開設

する予定であった。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 5,650千円 （人件費） 4,525千円 

見直し内容 

新型コロナウイルス感染症予防

及び経費縮減などの観点から公

会堂でのコミュニティライブサ

イト開設を見合わせる。 

見直しによる

影響・対応策 

広いオープンスペースの取れ

る場所でのパブリックビュー

イングを実施する。 

 

事業番号 ２  

事務事業名 企画調整会議 主管課 企画調整課 

事務事業概要 

庁内の主管者会議（市政の重要事項を協議する、市長・副市長・教育長・各部長

で構成される会議）等において協議した事項等を適切かつ円滑に実施するために

設置された、各部企画調整担当課長による定例会議。月１回定期開催。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 0千円 （人件費） 200千円 

見直し内容 

毎月議題の照会をかけたうえ

で、協議事項がある場合に開催

することとする。 

見直しによる

影響・対応策 

開催しない場合でも、必要に

応じて随時メール等で情報共

有を図る。 
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事業番号 ３  

事務事業名 進行管理会議 主管課 企画調整課 

事務事業概要 
主要事業等の進行管理を行うために、四半期ごとに各部課長が市長に対して主要

な事業等の報告を行う庁内の会議。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 0千円 （人件費） 214千円 

見直し内容 

第六期長期計画事業の進捗状況

等のうち、特に報告すべき事項

や指示を仰ぐべき事項を中心に

報告することとし、会議時間の

短縮を図る。 

見直しによる

影響・対応策 

執行上の問題が無い事業につ

いては、別途、業務状況に関す

る様式を作成し報告する。 

 

事業番号 ４  

事務事業名 市勢要覧の発行 主管課 秘書広報課 

事務事業概要 

市政・市民生活・まちの様子などの本市の姿について、写真や図表を交えて紹介

した冊子の発行。原則として５年ごとに発行しており、周年事業のほか視察対応

時などにおける市の紹介用として使用している。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 832千円 （人件費） 156千円 

見直し内容 

紙媒体の要覧は掲載内容を普遍

的なものに絞って発行し印刷費

を縮減する。 

見直しによる

影響・対応策 

５年間のうちに更新する可能

性のある情報、インターネッ

ト上で発信することが効果的

なプロモーションや魅力発信

につながる内容については、

特設サイトを設けて発信する

ことで、これまで以上の情報

波及効果を図る。 
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事業番号 ５  

事務事業名 文書管理に係るアシスタント職員の任用 主管課 総務課 

事務事業概要 
庁内の文書引継ぎに係る書庫の整理作業や、引継ぎ後の文書管理システムへの登

録作業を行うためのアシスタント職員の任用。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 544千円 （人件費） 449千円 

見直し内容 

各課から総務課への引継ぎ対象

文書一覧表について、紙からデ

ータによる提出に変更すること

により、文書管理システムへの

データの一括登録処理を行う。

あわせて引継ぎ先の場所の特

定・入力をするための作業をバ

ーコードリーダーを使う形式に

変更することで作業の効率を向

上させ、アシスタント職員の任

用時間数を削減する。 

見直しによる

影響・対応策 

アシスタント職員の任用に係

る経費が削減されるほか、文

書管理システムの情報の加除

修正作業において、人の手に

よる入力作業に係る誤入力の

リスクが低下し、作業が従来

と比べて短期間で完了するた

め、文書管理の適正化につな

がる。 

 

事業番号 ６  

事務事業名 余剰切手等の集約化・有効活用事業 主管課 総務課 

事務事業概要 
各課で保有・管理している使用する見込みのない切手等を総務課に集約し、有効

活用を図る。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 0千円 （人件費） 631千円 

見直し内容 

使用する見込みのない切手等を

各課で保有・管理することは紛

失等のリスクがあり、また、毎月

の残数確認において業務負担が

生じていることから、調査の結

果、各課において一年以上にわ

たり受払の実績がない切手等に

ついては余剰分として総務課で

集約し、有効活用することで、リ

スク回避及び業務の効率化につ

なげる。 

見直しによる

影響・対応策 

各課におけるリスク回避及び

業務効率化を図る見直しを行

うもので、影響は生じない。 
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事業番号 ７  

事務事業名 各事業報告等と事務報告書の重複整理 主管課 総務課 

事務事業概要 

総務課にて事務報告書（各課の事務に関する詳細をまとめて掲載している冊子）

を作成しているが、全庁的に見ても作成・校正が相当な事務量となっている。一

方で、各部課では別に事業報告書等の冊子を作成していることも多く、中には事

務報告書に掲載している内容と重複するケースも見受けられるため、整理する。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 0千円 （人件費） 4,449千円 

見直し内容 

全庁的なペーパーレス化の推進

や職員の業務負担の軽減を図る

ため、事務報告書と各課の事業

報告書等の重複する内容を精査

し、重複する内容は基本的に事

務報告書に掲載するよう見直

し、ページ数や印刷部数の適正

化を行う。 

見直しによる

影響・対応策 

市が公表するデータの情報量

は変えずに、重複する内容を

整理するもので、影響は生じ

ない。 

 

事業番号 ８  

事務事業名 人事給与・庶務事務システム更改 主管課 情報管理課 

事務事業概要 

人事給与・庶務事務システム（職員の給与計算や出退勤管理等を行うシステム）

を更改する事業。これまでサーバ機器類の耐用年数やシステム内容の見直し等の

観点から定期的に更改を行っており、令和３年度がその更改時期にあたる。 

見直し区分 令和３年度は中止 効果額 （事業費） 48,727千円 （人件費） 4,449千円 

見直し内容 

仮想化基盤の活用により、サー

バ機器類の耐用年数に縛られ

ず、柔軟な対応が出来ることと

なった。令和３年度予算編成に

おける歳出削減のため、また、次

期更改に向けた検討期間を十分

に確保するために、令和３年度

中の更改を見送る。 

見直しによる

影響・対応策 

令和４年度から事業者選定・

構築を開始することで対応す

る。 
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事業番号 ９  

事務事業名 文書管理システム更改 主管課 情報管理課 

事務事業概要 

文書管理システム（文書の収受・起案・決裁・施行・保管・引継ぎ・保存等を管

理するシステム）を更改する事業。これまでサーバ機器類の耐用年数やシステム

内容の見直し等の観点から定期的に更改を行っており、令和３年度がその更改時

期にあたる。 

見直し区分 令和３年度は中止 効果額 （事業費） 11,022千円 （人件費） 4,449千円 

見直し内容 

仮想化基盤の活用により、サー

バ機器類の耐用年数に縛られ

ず、柔軟な対応が出来ることと

なった。令和３年度予算編成に

おける歳出削減のため、また、次

期更改に向けた検討期間を十分

に確保するために、令和３年度

中の更改を見送る。 

見直しによる

影響・対応策 

令和４年度から事業者選定・

構築を開始する方向で検討す

ることで対応する。 

 

事業番号 10  

事務事業名 財務会計システム更改 主管課 情報管理課 

事務事業概要 

財務会計システム（予算や契約の管理等を行うシステム）を更改する事業。これ

までサーバ機器類の耐用年数やシステム内容の見直し等の観点から定期的に更

改を行っており、令和３年度がその更改時期にあたる。 

見直し区分 令和３年度は中止 効果額 （事業費） 42,701千円 （人件費） 4,449千円 

見直し内容 

仮想化基盤の活用により、サー

バ機器類の耐用年数に縛られ

ず、柔軟な対応が出来ることと

なった。令和３年度予算編成に

おける歳出削減のため、また、次

期更改に向けた検討期間を十分

に確保するために、令和３年度

中の更改を見送る。 

見直しによる

影響・対応策 

令和３年度に更改内容を検

討・事業者選定、令和４年度に

構築し、令和５年度に移行す

ることで対応する。 
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事業番号 11  

事務事業名 政策形成基礎及び事業調査研究委託料の見直し 主管課 
財政課、 

企画調整課 

事務事業概要 

施策・事業の立案、部門別計画の策定等の部内マネジメント機能強化を図ること

を目的に、各部に予算配当している事業調査研究委託料について、予算をより効

率的・効果的に活用するため、総合政策部の政策形成基礎委託料に一本化する。 

見直し区分 令和３年度は縮小 効果額 （事業費） 11,000千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

総合政策部を除く９部に配当し

ている事業調査研究委託料

16,000 千円を削減し、総合政策

部の政策形成基礎委託料を

5,000 千円から 10,000 千円に増

額したうえで効率的・効果的に

活用していく。 

見直しによる

影響・対応策 

各部の事業調査研究について

は、総合政策部の政策形成基

礎委託料を活用することで対

応する。 

 

事業番号 12  

事務事業名 植木借上げ 主管課 管財課 

事務事業概要 
来客スペースの雰囲気向上や安らぎのイメージづくりなどを目的として、市庁舎

各玄関、エレベーターホール等に植木を借上げて設置している。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 933千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

令和３年度予算における市の財

政状況を鑑み、設置場所につい

て縮小する。 

見直しによる

影響・対応策 

来庁者の目に多く触れる場所

については継続しつつ、その

他の場所について縮小するこ

とで対応する。 
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事業番号 13  

事務事業名 市税概要の作成 主管課 市民税課 

事務事業概要 

市税の予算・決算額や課税状況、収納状況等をまとめた冊子の作成。例年、９月

初旬頃に発行し、市議会、26 市、庁内関係各課等に、計 140 部程度配布してい

る。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 0千円 （人件費） 178千円 

見直し内容 

ペーパーレス化を推進するた

め、事務報告書などと重複する

部分を精査し記載項目や記載年

度を見直すとともに、印刷部数

を削減する。 

見直しによる

影響・対応策 

事務報告書との重複部分の見

直しは、市が公表するデータ

の情報量は変えずに重複する

内容を整理するもので、影響

は生じない。印刷部数の削減

については、電子データによ

る配布を拡充する。 

 

事業番号 14  

事務事業名 償却資産課税事務 主管課 資産税課 

事務事業概要 

固定資産税（償却資産）に係る申告書の受付及び資産の評価。例年、１月末の申

告期限時に当初分として約 3,500件程度の申告があり、その後も期限後申告分等

で約 500件程度の申告がある。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 198千円 （人件費） 1,037千円 

見直し内容 

令和２年４月に実施した係統合

に伴う業務分担の見直しに加

え、業務手順の効率化、ＲＰＡ等

の導入により、繁忙期の事務量

及び事務経費を削減する。 

見直しによる

影響・対応策 

業務の効率化であるため、影

響はない。 
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事業番号 15  

事務事業名 
市税及び国民健康保険税の収納・徴収体制の一元

化 
主管課 

納税課、 

保険年金課 

事務事業概要 

市税と国民健康保険税の収納・徴収体制を統合することで、窓口の一元化による

市民サービスの向上及び事務の効率化と徴収率の向上を図るため、令和２年 11

月１日より、保険年金課の収納係を廃止し、国民健康保険税の収納・徴収事務を

財務部納税課に移管。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 3,196千円 （人件費） 8,899千円 

見直し内容 

収納・徴収事務について、令和２

年 11月１日より一元管理とする

ことで効率化を図り、事務量及

び事務経費を削減する。 

見直しによる

影響・対応策 

市民からの問合せ先が変更に

なるため、市報、ホームペー

ジ、納税通知書同封チラシ等

で周知広報を行った。 

 

事業番号 16  

事務事業名 武蔵野桜まつり 主管課 産業振興課 

事務事業概要 

むさしの市民公園で毎年４月の第一日曜日に開催する、全市民を対象としたイベ

ント。桜の開花する季節に、新しい市民のふるさとづくりと、友好都市との一層

の交流を促進する。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 13,060千円 （人件費） 1,780千円 

見直し内容 

５万人を超える人が集まり、か

つ飲食を伴うイベントであり、

新型コロナウイルス感染拡大防

止の観点から、令和２年度に引

き続き令和３年度は中止とす

る。 

見直しによる

影響・対応策 

むさしの市民公園の満開の桜

の様子やライトアップされた

中央通りの夜景をＰＲ動画と

して制作し、配信するなどの

代替案を実施する。 
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事業番号 17  

事務事業名 技能・産業功労者表彰事業 主管課 産業振興課 

事務事業概要 
永年にわたり同一の職業に従事して、技能の錬磨や後進の育成に努めた方々及び

武蔵野市の農業、工業、商業の発展に尽力した方々を表彰する事業。 

見直し区分 令和３年度は縮小 効果額 （事業費） -94千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

新型コロナウイルス感染拡大防

止の観点から、令和３年度は飲

食を伴う祝賀会を実施しないこ

ととする。 

見直しによる

影響・対応策 

功労者の皆様の永年の尽力に

敬意を表するため、表彰式を

実施する。但し、飲食は伴わな

い形式とする。 

 

事業番号 18  

事務事業名 市民農園コンクール 主管課 産業振興課 

事務事業概要 
市民農園利用者の栽培技術及び耕作意欲の向上を図ることを目的に、平成 19 年

度より実施してきたコンクール。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 68千円 （人件費） 445千円 

見直し内容 令和３年度より廃止する。 
見直しによる

影響・対応策 

現在では非常に高度な栽培技

術を持つ利用者も多くなって

おり、当初の目的を達成して

いると考えられ、廃止による

大きな影響はないと見込んで

いる。 
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事業番号 19  

事務事業名 農業委員会行政視察 主管課 産業振興課 

事務事業概要 

他自治体の先進的な事例を視察し、委員の識見を深めることで、農業の健全な発

展に寄与することを目的として、農業委員会において日帰り研修と宿泊研修を隔

年で実施している。 

見直し区分 令和３年度は縮小 効果額 （事業費） 1,341千円 （人件費） 445千円 

見直し内容 

新型コロナウイルス感染拡大防

止の観点から、令和３年度にお

いては宿泊研修を取りやめ、縮

小して日帰り研修を実施する。 

見直しによる

影響・対応策 

令和３年度は、宿泊研修を実

施する年だが、近隣市を日帰

りで視察することとし、宿泊

研修は令和４年度に延期す

る。 

 

事業番号 20  

事務事業名 青空市 主管課 産業振興課 

事務事業概要 

むさしの市民公園で毎年 11 月の日曜日に開催する、環境やくらしの安全を考え

るための市民の交流イベント。会場内では、ごみ減量・分別資源化啓発を参加団

体の実行委員会で実施している。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 0千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

約１万 8000人が集まり、かつ飲

食を伴うイベントであり、新型

コロナウイルス感染拡大防止の

観点から、令和３年度に従前と

同様の形で開催することは困難

と考えられる。また、リサイクル

意識が市民に一定程度定着し、

使命を果たしたとも評価でき

る。 

令和３年度の青空市開催の可否

及び今後の青空市のあり方につ

いて検討する。 

見直しによる

影響・対応策 

消費者によるリサイクル運動

から始まり、農業振興、友好都

市交流も目的に追加されてき

た青空市の歴史的経過を踏ま

えつつ、時代の変化にあわせ

て事業目的を整理し、青空市

の役員等の関係者や関係課と

協議し、検討を進める。 

なお、むさしのエコ reゾート

や環境フェスタにおいて、リ

サイクルも含めた環境全体の

啓発を行っていくこととして

いる。 
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事業番号 21  

事務事業名 
芸能劇場管理運営（嘱託職員の配置体制の見直

し） 
主管課 市民活動推進課 

事務事業概要 

芸能劇場の施設管理・運営については、指定管理者において、支配人１名、職員

（嘱託含む）３名の合計４名によるシフト体制を組んでいる。嘱託職員１名の産・

育休を契機に、夜間専門嘱託職員による代替を試行してきた。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 1,433千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

夜間専門嘱託職員を配置するこ

とで、サービスの質を落とすこ

となくコアタイム以外の職員の

数を減らすことができることが

確認できたため、令和３年度に

は本格実施とする。 

見直しによる

影響・対応策 

特に大きな影響はない。他施

設への導入可否についても検

討する。 

 

事業番号 22  

事務事業名 多言語電話通訳業務委託の見直し 主管課 市民課 

事務事業概要 
武蔵野市に在住する外国籍市民等が、住民登録手続きなどを円滑に行えるよう、

電話を介した多言語通訳サービスを委託する事業。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 166千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

窓口職員で一定程度対応できて

いることに加え、ここ数年利用

実績が少ないため、この委託を

廃止し、代わりに音声翻訳専門

機（モバイル型）を１台購入す

る。 

見直しによる

影響・対応策 

特に大きな影響なく、外国籍

市民等への窓口サービスを実

施できると見込んでいる。 
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事業番号 23  

事務事業名 コンビニエンスストアへのＡＥＤ設置 主管課 安全対策課 

事務事業概要 

寄贈を受けたことをきっかけに、平成 20 年度から市内コンビニエンスストア４

か所にＡＥＤを設置している。現在は令和３年６月までのリース契約を結んでい

る。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 109千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

現在は市内の多くの公共施設や

民間事業所にＡＥＤが設置され

ている。当該箇所のいずれも

150m 以内にＡＥＤが設置されて

おり、先導的かつ啓発的な意味

合いで設置してきた本事業の役

割は果たされた。 

そのため、現契約終了後はリー

ス契約の更新は行わない。 

見直しによる

影響・対応策 

今後は、武蔵野市ＡＥＤ有効

活用推進事業を積極的に進め

ることにより、緊急の際に市

民が使えるＡＥＤの増加及び

周知に努める。 

 

事業番号 24  

事務事業名 備蓄品入れ替え手法の変更 主管課 防災課 

事務事業概要 
避難所及び一時滞在施設における、廃棄品の運び出し及び納品された備蓄品の入

れ替え作業。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） -108千円 （人件費） 125千円 

見直し内容 

避難所及び一時滞在施設の備蓄

品については箇所数、品目とも

に多く、備蓄品の引きあげにつ

いては、一部運搬委託により実

施してきたが、職員による作業

やその立ち合いに多くの時間を

割いている。次年度以降は、作業

と納品を一本化する契約手法に

見直すことで、職員による入れ

替え作業を削減する。 

見直しによる

影響・対応策 

見直しによって削減された時

間を、地域防災計画の推進等

に充当する。 
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事業番号 25  

事務事業名 効率的なエネルギー活用推進助成事業 主管課 環境政策課 

事務事業概要 

ＨＥＭＳや太陽光発電システム等を設置した方への助成事業。平成 30 年度以降

には蓄電池システムと既設窓の断熱改修をメニューに加え、助成件数は年々増加

傾向にある。 

見直し区分 令和３年度は縮小 効果額 （事業費） 11,600千円 （人件費） 445千円 

見直し内容 

令和３年度予算における市の財

政状況や令和２年度の実績を踏

まえ、令和元年度の水準で据え

置く。 

見直しによる

影響・対応策 

新型コロナウイルス感染拡大

の状況を踏まえると、家庭に

おける二酸化炭素削減がハー

ド面で進まないことが懸念さ

れる。そのため、令和３年度に

おいては啓発を推進し家庭で

の二酸化炭素の削減を図ると

ともに、令和４年度以降は本

事務事業について令和２年度

の規模で予算要求し、積極的

な削減策を推進する。 

 

事業番号 26  

事務事業名 武蔵野油田事業 主管課 環境政策課 

事務事業概要 
家庭から出る廃食用油の回収・資源化を通じて、エネルギーの地産地消を図る事

業。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 7千円 （人件費） 89千円 

見直し内容 

廃食用油の回収量が伸びず、今

後のエネルギーの地産地消につ

なげていくことが困難であるた

め、エネルギー地産地消事業と

しては終了する。 

見直しによる

影響・対応策 

廃食用油の回収を行っている

市内の民間事業者を案内する

ことで対応する。 
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事業番号 27  

事務事業名 ＮＯ₂簡易カプセル調査 主管課 環境政策課 

事務事業概要 

市内の約 200か所で春・冬の年２回、簡易カプセル調査を実施し、二酸化窒素の

濃度分布状況を調査している事業。開始当初（昭和 56 年）は市民参加により実

施していたものが平成 28年度からは外部委託で実施している。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 420千円 （人件費） 63千円 

見直し内容 

外部委託により市民参加の意味

合いが薄れていることや精度の

高い他の測定から有用なデータ

を得ることができるため、本事

業は廃止とする。 

見直しによる

影響・対応策 

市内３か所に設置された自動

測定装置（市設１、都設２）に

よる常時監視値と、東京都が

都内 102 か所に設置した測定

局で 24 時間連続測定を行っ

ている測定結果の情報で代替

対応する。 

 

事業番号 28  

事務事業名 集団回収事業 主管課 ごみ総合対策課 

事務事業概要 
資源の有効活用、ごみ減量及びごみ問題への市民の関心を高めるために行う、集

団回収事業に対する支援事業。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 7,705千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

資源の有効活用、ごみ減量及び

ごみ問題への市民の関心を高め

ることに対して、事業として一

定の役割を果たしているが、以

下２点について課題があるため

見直しを行う。 

①団体への補助金額 

都内の他自治体と比較して高

い水準にあるため減額する。 

②団体への事務手数料 

本市のみの制度であるため廃

止する。 

見直しによる

影響・対応策 

集団回収団体へは今回の見直

し理由等について丁寧に説明

していく。また、見直しを機に

集団回収をやめる団体の資源

物については、行政収集にて

戸別回収する。 
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事業番号 29  

事務事業名 朝一番隊 主管課 ごみ総合対策課 

事務事業概要 
市民による有償ボランティアで毎週日曜日の早朝に３駅周辺の清掃活動を実施

する事業。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 2,674千円 （人件費） 2,151千円 

見直し内容 

これまでの朝一番隊の活動や地

域の自主的ボランティア清掃等

により、まちの散乱ごみは減少

してきている。この状況を鑑み、

まちの美化に対して、事業とし

て一定の役割を果たしたと考

え、廃止とする。 

見直しによる

影響・対応策 

代替事業として、駅前周辺清

掃委託やマナー推進員委託、

３Ｒ環境講座等を通じた環境

啓発事業を行い、市民のまち

の美化・ごみ減量の意識の向

上に努める。 

 

事業番号 30  

事務事業名 市内一斉清掃（ごみゼロデー・市内全域一斉清掃） 主管課 ごみ総合対策課 

事務事業概要 
ごみの散乱防止、地域環境美化意識の普及・高揚を図ることを目的として、市民・

事業者を集めて行うボランティア清掃事業。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 403千円 （人件費） 983千円 

見直し内容 

これまでの市内一斉清掃の活動

や地域の自主的ボランティア清

掃等により、年々回収するごみ

の量が減少してきている。この

状況を鑑み、まちの美化に対す

る事業として一定の役割を果た

したと考え、事業を縮小し、市内

全域一斉清掃のみの実施とす

る。 

見直しによる

影響・対応策 

市内全域一斉清掃に加え、駅

前周辺清掃委託やマナー推進

員委託、３Ｒ環境講座等を通

じた環境啓発事業を行うこと

で、市民のまちの美化・ごみ減

量の意識の向上に努める。 
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事業番号 31  

事務事業名 家庭から出る土・油の拠点回収資源化事業 主管課 ごみ総合対策課 

事務事業概要 
２か月に１回、市内のコミュニティセンターや市役所庁舎において家庭で不要に

なった土・油を回収し、資源化を図る事業。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 1,562千円 （人件費） 890千円 

見直し内容 

既存の回収資源化事業者の撤退

とそれに代わる事業者がないこ

と等を鑑み、拠点回収を廃止す

る。 

見直しによる

影響・対応策 

土については、近隣の民間回

収事業者を案内し、油につい

ては、食品ロスの観点からも

啓発を行い、排出削減に努め

る。 

 

事業番号 32  

事務事業名 武蔵野市ごみアプリ 主管課 ごみ総合対策課 

事務事業概要 
ごみの分別方法や収集日の確認、環境イベントの情報提供などの機能を持つスマ

ートフォン用アプリ。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 0千円 （人件費） 89千円 

見直し内容 

令和２年 11月中旬に「武蔵野市

公式ＬＩＮＥ」がリニューアル

し、ごみについての分別検索・収

集日通知等の機能が備わったこ

とを鑑み、既存のアプリを公開

（新規ダウンロード及びアップ

デート）終了とする。 

見直しによる

影響・対応策 

「武蔵野市公式ＬＩＮＥ」の

ごみ機能を通して、既存のサ

ービスと同様のサービス維持

に努める。 
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事業番号 33  

事務事業名 ストックマネジメントの推進 主管課 下水道課 

事務事業概要 
令和元年度に策定した下水道ストックマネジメント計画に基づき、令和２年度よ

り下水道施設全体の最適な改築・修繕、点検・調査を実施している。 

見直し区分 令和３年度は縮小 効果額 （事業費） 198,695千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

令和３年度予算における市の財

政状況及び使用料収入の状況を

鑑み、令和３年度は事業費を圧

縮し、修繕工事を主として行う。 

見直しによる

影響・対応策 

令和４年度以降の改築の事業

スケジュールの見直しが必要

となるが、点検・調査等の維持

管理は継続して行うため、安

全性への影響はない。 

 

事業番号 34  

事務事業名 公園新設工事 主管課 緑のまち推進課 

事務事業概要 
緑の基本計画（2019）や公園条例等に基づき市民一人当たりの公園面積充足に向

け、継続して実施している事業。 

見直し区分 令和３年度は中止 効果額 （事業費） 23,044千円 （人件費） 3,560千円 

見直し内容 

令和３年度予算における市の財

政状況を鑑み、西久保三丁目地

内の公園予定地の整備を次年度

以降に後ろ倒しとする。 

見直しによる

影響・対応策 

武蔵野市土地開発公社の保有

で閉鎖管理を行っているた

め、住民の安全性への影響は

ない。 
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事業番号 35  

事務事業名 公園等改修工事 主管課 緑のまち推進課 

事務事業概要 
令和２年３月に改定した「公園緑地リニューアル計画」に基づき公園のポテンシ

ャルを高めていくために公園緑地のリニューアルを進める事業。 

見直し区分 令和３年度は中止 効果額 （事業費） 15,458千円 （人件費） 2,670千円 

見直し内容 

令和３年度予算における市の財

政状況を鑑み、公園全体をリニ

ューアルする工事を次年度以降

とする。 

見直しによる

影響・対応策 

公園の維持管理は継続して行

うため、安全性の影響はない。 

 

事業番号 36  

事務事業名 千川上水整備 主管課 緑のまち推進課 

事務事業概要 
平成 22 年５月に策定した千川上水整備基本計画に基づき平成 23 年度から整備

を進めている事業。 

見直し区分 令和３年度は中止 効果額 （事業費） 37,606千円 （人件費） 2,670千円 

見直し内容 

都市整備部資材置き場の改修と

千川上水の整備を一体的に整備

する予定としていたが、関係課

と調整し、全体スケジュールの

見直しを行い、令和３年度の事

業を次年度以降とする。 

見直しによる

影響・対応策 

全体スケジュールや整備内容

については、引き続き地元住

民へ説明を行っていく。資材

置き場は、通常の維持管理を

行っていることから、住民の

安全性への影響はない。 
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事業番号 37  

事務事業名 仙川水辺環境整備事業 主管課 緑のまち推進課 

事務事業概要 
令和２年３月に取りまとめた「仙川水辺環境整備基本計画の評価と今後の方向性

について」に基づき水量確保と既整備区間の改修を進める事業。 

見直し区分 令和３年度は中止 効果額 （事業費） 2,607千円 （人件費） 2,670千円 

見直し内容 

河川維持水の水量確保につい

て、令和３年度も引き続き東京

都と協議を進めていく。改修計

画については東京都との協議状

況と事業費縮減の観点を踏ま

え、次年度以降に策定する。 

見直しによる

影響・対応策 

既整備区間の大規模改修は次

年度以降となるが、維持管理

業務は継続して実施するた

め、管理上の影響、安全性への

影響はない。 

 

事業番号 38  

事務事業名 
在宅医療・介護連携相談支援事業（ホームページ

運営委託） 
主管課 地域支援課 

事務事業概要 

医療機関や介護関係者の各種サービスに関する相談窓口として、武蔵野市医師会

館内に設置した武蔵野市在宅医療介護連携支援室にて、医療と介護の関係機関及

び多職種の連携を推進し市民の在宅療養の支援に向けた関連情報を提供するた

め、令和２年２月にホームページを開設した。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 189千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

当初は新規でホームページを作

成する予定であったが、協力機

関である武蔵野市医師会の既存

ホームページを活用して開設し

た。今後のホームページの維持

更新についても、医師会と連携

して機能を精査し、最適な情報

提供を図ることとする。 

見直しによる

影響・対応策 

ホームページ運営に必要な機

能は維持しており、対応が必

要となるほどの影響はない。 
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事業番号 39  

事務事業名 生活保護システムサービス利用料 主管課 生活福祉課 

事務事業概要 
生活保護受給者情報の管理及び保護費の算定等を行う生活保護システムの利用

料。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 109千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

生活保護システムの更新にあた

り、個人情報等に対する安全性

を保ったうえで独自調達端末か

ら情報管理課管理の住民情報系

端末の利用に変更し、情報管理

課による一括した賃貸借契約に

変更することにより、サービス

利用料の削減を進めている。 

見直しによる

影響・対応策 

システムの内容が変わるもの

ではないため、システム利用

における影響はない。 

 

事業番号 40  

事務事業名 食事サービス事業 主管課 高齢者支援課 

事務事業概要 

老人ホームなどで調理された昼食用のお弁当を地域のボランティア等が高齢者

のご自宅まで配達する事業。高齢者の安否確認と栄養確保を目的に昭和 48 年か

ら実施している。通常食のほか、年末年始はおせちを配食している。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 1,330千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

民間事業者の充実により市の配

食数は年々減少している。民間

配食も含めてその人に合ったサ

ービスを提供することにより通

常食数を削減する。 

また、おせちについても、事業開

始当時に比べ民間事業者が増

え、年末年始の食の確保が容易

になっている状況にあるが、現

在、新型コロナウイルス感染拡

大が続いている状況を鑑み、令

和３年度は継続実施する。 

見直しによる

影響・対応策 

令和元年度に連休中（ＧＷ・年

末年始）の食の確保について

利用者への調査を実施したと

ころ、親族やヘルパー対応、自

己調達等により特に問題は見

られなかったため、今後も年

末年始について同様の調査を

行い、利用者の状況を把握す

ることで丁寧に対応してい

く。 

また、おせちは令和４年度以

降の見直しについて改めて検

討を行う。 
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事業番号 41  

事務事業名 高齢者火災安全システム事業 主管課 高齢者支援課 

事務事業概要 

65歳以上の一人暮らし、または高齢者のみの世帯で、心身機能（認知機能）の低

下や住宅環境の事情により、防火等の配慮が必要な方に対し、専用通報機（消防

庁直通）を貸与し、また、自動消火装置や電磁調理器等の防火用品を給付し、居

住管理者（地域の協力者）による援助や救急支援出動等を行う事業。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 641千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

現在は、居住管理者の成り手が

なく、平成 27年度から新規受付

を休止している状況である。今

後も居住管理者を得ることは難

しいと思われるため、令和３年

度以降は、専用通報機の貸与は

高齢者緊急通報システム事業を

活用することとし、本事業につ

いては、自動消火装置や電磁調

理器等の防火用品の給付のみと

する。 

見直しによる

影響・対応策 

緊急通報システム事業を活用

することにより火災センサー

を併設でき、また、事業者が救

急支援出動を要請するととも

に現場に急行することになる

ため、引き続き緊急対応等の

支援を行うことができる。 

 

事業番号 42  

事務事業名 食事サービス事業 主管課 障害者福祉課 

事務事業概要 

昭和 56 年３月より、身体障害のため十分な食事の準備をすることが困難な方に

対する食事（昼食）をご自宅へお届けする事業。通常食のほか、年末年始はおせ

ちの配食を行っている。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 6千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

近年、民間事業者の充実により

配食数は年々減少しているた

め、通常食数を現状にあわせ削

減する。 

また、おせちの配食も開始当時

に比べ民間事業者が増え、年末

年始の食の確保が容易になって

いる状況にあるが、現在、新型コ

ロナウイルス感染拡大が続いて

いる状況を鑑み、令和３年度は

継続実施とする。 

見直しによる

影響・対応策 

食事サービス利用者への個別

調査及び状況把握を行い丁寧

に対応していく。 

また、おせちは令和４年度以

降の見直しについて改めて検

討を行う。 
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事業番号 43  

事務事業名 体重測定会 主管課 健康課 

事務事業概要 
満１歳から６歳（未就学児）の体重測定ができる機会を提供する事業。保健セン

ターで年間６回実施している。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 37千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

近年では百貨店や子育て支援施

設等で体重測定できる機会が増

えており、保健センターで実施

する体重測定会の役割は果たし

たものと考えるため、令和３年

度以降は事業を廃止する。 

見直しによる

影響・対応策 

近年では百貨店や子育て支援

施設等の他の施設で体重測定

できる機会が増えているた

め、事業廃止による影響はな

い。 

 

事業番号 44  

事務事業名 特定健康診査未受診者に対する受診勧奨通知 主管課 
健康課、 

保険年金課 

事務事業概要 

メタボリックシンドロームに着目した特定健康診査の受診率を向上させること

により、生活習慣を改善するための特定保健指導につなぐなど、国民健康保険被

保険者の生活習慣病の発症や重症化を予防するため、特定健康診査未受診者に対

し、受診勧奨通知を送付する事業。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 1,612千円 （人件費） 786千円 

見直し内容 

特定健康診査未受診者に対する

勧奨通知を健康課で作成し、市

独自の工夫を行いながら未受診

者へ発送してきたが、特定健診

受診率が停滞しているため、健

康課で行う勧奨通知を廃止す

る。 

見直しによる

影響・対応策 

令和３年度以降は、新たに保

険年金課が行う受診勧奨事業

委託（未受診者の傾向を分析

したうえで、その特性に応じ

た勧奨通知を送付するという

外部リソースを活用した新た

な手法）に切り替え、受診率の

向上を図る。 
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事業番号 45  

事務事業名 子ども・コミュニティ食堂運営費補助事業 主管課 子ども政策課 

事務事業概要 市内の子ども・コミュニティ食堂に対し、運営費の補助を行う事業。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） -250千円 （人件費） 445千円 

見直し内容 

令和３年度以降、（社福）武蔵野

市民社会福祉協議会に補助金交

付事務を移管する。 

見直しによる

影響・対応策 

子ども・コミュニティ食堂及

び学習・生活支援事業実施団

体との連携（事業番号 46）と

あわせて委託することで、地

域の福祉活動を支える（社福）

武蔵野市民社会福祉協議会に

よる子ども支援を強化し、特

に子どもの貧困対策に係る民

間団体も含めた関係機関のネ

ットワーク構築を図る。 

 

事業番号 46  

事務事業名 
子ども・コミュニティ食堂及び学習・生活支援事

業実施団体との連携 
主管課 子ども政策課 

事務事業概要 
子ども・コミュニティ食堂や学習・生活支援事業実施団体との交流会の企画・運

営や、各団体の情報についての広報を行う事務。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） -1,750千円 （人件費） 3,115千円 

見直し内容 

令和３年度以降、新規設置の相

談対応や既存団体の事業運営支

援、広報事務を、（社福）武蔵野

市民社会福祉協議会に移管す

る。 

見直しによる

影響・対応策 

地域の福祉活動を支える（社

福）武蔵野市民社会福祉協議

会と地域のボランティア団体

等との連携がこれまで以上に

深まることが期待される。 
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事業番号 47  

事務事業名 各種講座・講演会 主管課 子ども政策課 

事務事業概要 
家庭教育力や子育て力の向上、子育て中の親支援を目的として、外部講師による

講座・講演会を年３回実施。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 250千円 （人件費） 2,298千円 

見直し内容 

年３回の講座・講演会の開催を

年１回とする。子育て支援事業

として、子どもの発達に心配の

ある家庭への講座や座談会など

を、地域の子育てひろばで実施

する。 

見直しによる

影響・対応策 

地域の子育てひろばで講座や

座談会を実施することで、孤

立しがちな子どもや子育て家

庭を地域の居場所につなぎ、

地域全体での子育て支援の強

化を図る。 

 

事業番号 48  

事務事業名 
処遇改善費加算、期末報償金加算、夏季休暇代替

職員費加算の見直し（保育所運営費市加算） 
主管課 子ども育成課 

事務事業概要 

民間保育所に支給する運営費のうち、公定価格（国基準）に上乗せして、市独自

に加算して支給するもの。 

①処遇改善費加算：公私格差を是正するために経費を要した場合の加算 

②期末報償金加算：職員に期末報奨金を支給した場合の加算 

③夏季休暇代替職員費加算：夏季休暇を取得する常勤職員の代替職員の配置に経

費を要した場合の加算 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 304千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

処遇改善費加算、期末報償金加

算、夏季休暇代替職員費加算を

廃止し、新たな補助金として再

編する。 

見直しによる

影響・対応策 

期末報奨金補助金として施設

に支給し、職員への支給実績

を確認する仕組みとする。ま

た、勤続年数に応じた支給額

とすることで、保育士等の処

遇改善を図り、保育の質をよ

り効果的に高める仕組みにシ

フトする。 
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事業番号 49  

事務事業名 
地域子育て支援事業加算の見直し（保育所運営費

市加算） 
主管課 子ども育成課 

事務事業概要 

民間保育所に支給する運営費のうち、公定価格（国基準）に上乗せして、市独自

に加算して支給するもの。市長が定める子育て支援事業を実施した場合に加算す

る。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 3,250千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

各園の子育て支援事業に要する

費用と加算額との乖離や他の補

助金（東京都保育サービス推進

事業補助金）との類似項目があ

るため、精査する。 

１事業 250,000 円から 200,000

円に減額し、令和４年度はさら

に 150,000円に減額する。 

令和５年度から対象経費を実績

払いで補助する制度へと移行を

検討する。 

見直しによる

影響・対応策 

事業に要する費用と加算額と

の乖離が解消される。また、都

の補助金も活用できるため、

特に影響はない。 

 

事業番号 50  

事務事業名 児童育成手当現況届 主管課 
子ども家庭支援セン

ター 

事務事業概要 
児童育成手当の受給者が、毎年６月分以降の手当を引き続き受けるために必要な

手続き。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） -121千円 （人件費） 267千円 

見直し内容 

現況届の提出を受給者に依頼す

る際に返信用封筒を同封し、窓

口受付から原則郵送（料金受取

人払）へと変更する。 

見直しによる

影響・対応策 

窓口での対応にかかる人件費

の削減とともに、受給者が来

庁する負担がなくなり、新型

コロナウイルス感染拡大防止

対策として人との接触機会を

低減できる。 
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事業番号 51  

事務事業名 ひとり親家庭等医療費助成現況届 主管課 
子ども家庭支援セン

ター 

事務事業概要 
ひとり親家庭等医療費助成の対象者が、引き続き翌年以降のマル親医療証の交付

を受けるために必要な手続き。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） -98千円 （人件費） 267千円 

見直し内容 

現況届の提出を受給者に依頼す

る際に返信用封筒を同封し、窓

口受付から原則郵送（料金受取

人払）へと変更する方向で検討

する。 

見直しによる

影響・対応策 

窓口での対応にかかる人件費

の削減とともに、受給者が来

庁する負担がなくなり、新型

コロナウイルス感染拡大防止

対策として人との接触機会を

低減できる。 

 

事業番号 52  

事務事業名 養育家庭体験発表会 主管課 
子ども家庭支援セン

ター 

事務事業概要 
養育家庭制度を推進するために、毎年 10月、11月の「里親月間」にあわせて、

市と児童相談所の共催で実施する発表会。 

見直し区分 令和３年度は縮小 効果額 （事業費） 145千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

新型コロナウイルス感染症の状

況を踏まえて発表会実施の可否

を判断する必要があるため、チ

ラシ作成編集等の委託を取りや

め、印刷のみ発注する。 

見直しによる

影響・対応策 

実施する場合は、令和元年度

版のチラシデザインを活用す

る。 
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事業番号 53  

事務事業名 自然の村利用促進バス運営委託 主管課 児童青少年課 

事務事業概要 自然の村の宿泊客向けに三鷹駅発着の往復送迎バスを運行。 

見直し区分 令和３年度は縮小 効果額 （事業費） 1,588千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

新型コロナウイルス感染拡大防

止のため、令和３年度について

は実施回数（11回→６回）、１回

あたりの参加者数上限（25 名→

12名）、泊数（２泊→１泊）の規

模を縮小する。 

見直しによる

影響・対応策 

自然の村のＰＲを行うこと

で、新型コロナウイルス感染

症が収束した後の事業拡大を

目指す。 

 

事業番号 54  

事務事業名 ３・４・２号線の整備に伴う沿道まちづくり 主管課 まちづくり推進課 

事務事業概要 
令和元年に事業認可を取得した３・４・２号線（天文台通り）の事業化を契機と

した、沿道まちづくりの推進に向けた検討事業。 

見直し区分 令和３年度は中止 効果額 （事業費） 4,790千円 （人件費） 2,670千円 

見直し内容 

新型コロナウイルス感染症の影

響を受け、新しい生活様式を踏

まえた具体的な沿道まちづくり

を描くことが困難な状況や事業

化する際の説明状況などを踏ま

え、一時中止とする。 

見直しによる

影響・対応策 

都計法に基づく事業認可を受

けて事業を推進している。 

今後については、社会経済情

勢の変化を踏まえ検討する。 
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事業番号 55  

事務事業名 放置自転車等対策業務 主管課 交通企画課 

事務事業概要 
自転車等放置禁止区域等に指導員等を配置し、放置自転車等の指導・警告・撤去・

保管・返還等を行う対策事業。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 20,266千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

これまでの取組みの結果、放置

自転車数が大幅に減少している

状況に鑑み、放置防止指導員等

の担当範囲及び重点配置箇所等

を再検討し、放置防止指導体制

の見直しを行うとともに、労務

単価の適正化を行い、全体とし

ては事業費を削減する。 

見直しによる

影響・対応策 

放置防止指導員等が減員とな

るが、配置の見直し及び業務

効率化により事業効果を維持

していく。 

 

事業番号 56  

事務事業名 道路新設改良事業 主管課 交通企画課 

事務事業概要 道路総合管理計画に基づく短期事業計画により、計画的な道路改修を行う。 

見直し区分 令和３年度は縮小 効果額 （事業費） 136,966千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

令和３年度は景観道路事業を優

先して実施するため、予算編成

における財政状況に鑑み、道路

新設改良事業については、改修

路線を例年ベースより縮小す

る。 

見直しによる

影響・対応策 

令和４年度以降の実施スケジ

ュールの見直しにより、計画

されている工事を着実に実施

する。 
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事業番号 57  

事務事業名 環境舗装事業 主管課 交通企画課 

事務事業概要 
生活道路の改修にあたり、透水性舗装化や雨水浸透ますの設置により、雨水の流

出抑制及び地下水の涵養を図る。 

見直し区分 令和３年度は縮小 効果額 （事業費） 22,723千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

令和３年度は景観道路事業を優

先して実施するため、予算編成

における財政状況に鑑み、環境

舗装事業については、改修路線

を縮小する。 

見直しによる

影響・対応策 

令和４年度以降は、他事業の

進捗を勘案して実施する。 

 

事業番号 58  

事務事業名 道路通報アプリケーションカスタマイズ 主管課 道路管理課 

事務事業概要 

スマートフォンアプリのＬＩＮＥから、市が管理する道路の破損・陥没、街路灯

の不点灯など道路に関する不具合について、市民から情報提供を受け付けるシス

テム。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 1,320千円 （人件費） 445千円 

見直し内容 

システムによる通知は、所管事

項以外の通報も入ってくるため

事務の効率化の面で課題があっ

た。 

試験導入の結果を元に、全庁的

なＬＩＮＥ情報収集システムに

統合して、課題を解消しつつ、よ

り効果的な運用へと変更する。 

見直しによる

影響・対応策 

一元的なシステムに統合する

ことで、所管事項以外の通報

がなくなり、通報への対応を

迅速に行うことができる。 
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事業番号 59  

事務事業名 公営住宅管理システム（athome4）利用料 主管課 住宅対策課 

事務事業概要 
公営住宅及び福祉型住宅における、入居者情報等の管理を行う住宅管理システ

ム。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 267千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

住宅管理システムについて、こ

のシステムの運用をリース方式

からシステム利用料方式へと変

更することにより、必要な機能

を維持したまま、経費を削減す

る。 

見直しによる

影響・対応策 

導入するシステムは、既存の

必要な機能を維持したまま利

用できるため、見直しによる

影響はない。 

 

事業番号 60  

事務事業名 学校緑化支援事業 主管課 教育企画課 

事務事業概要 
第五小学校北校舎屋上にプランターを設置し、事業者委託の管理のもと冬瓜及び

サツマイモを栽培し、収穫したものを学校給食に活用している。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 1,018千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

屋上防水工事実施に伴い、今後

はプランターの設置ができなく

なるため廃止する。 

見直しによる

影響・対応策 
廃止の影響はない。 
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事業番号 61  

事務事業名 じゅうたん清掃委託 主管課 教育企画課 

事務事業概要 各小中学校のじゅうたん清掃を専門事業者に委託し実施するもの。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 615千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

学校用務員等の清掃により対応

できる部分を精査し、外部委託

の範囲を縮小する。 

見直しによる

影響・対応策 

日常的な清掃は学校用務員等

が実施するため、範囲の縮小

による大きな影響はない。 

 

事業番号 62  

事務事業名 校舎棟窓ガラス清掃 主管課 教育企画課 

事務事業概要 各小中学校の校舎棟窓ガラス清掃を専門事業者に委託し実施するもの。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 1,968千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

学校用務員等の清掃により対応

できる部分を精査し、外部委託

の範囲を縮小する。 

見直しによる

影響・対応策 

１階部分の清掃は学校用務員

等が実施し、高所部分を専門

業者が実施するため、範囲の

縮小による大きな影響はな

い。 
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事業番号 63  

事務事業名 タイルカーペット清掃 主管課 教育企画課 

事務事業概要 
大野田小学校、千川小学校のタイルカーペット清掃を専門事業者に委託し実施す

るもの。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 2,258千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

学校用務員等の清掃により対応

できる部分を精査し、外部委託

の回数を年２回から年１回とす

る。 

見直しによる

影響・対応策 

日常的な清掃は学校用務員等

が実施するため、回数の減に

よる大きな影響はない。 

 

事業番号 64  

事務事業名 学校周年行事 主管課 教育企画課 

事務事業概要 各小中学校の周年行事の実施に際して市として予算計上している経費。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 2,900千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

コロナ禍での行事の実施方法を

見直すとともに、他市の学校周

年行事に対する公費支出の状況

を参考に、公費の規模を縮小す

る。 

見直しによる

影響・対応策 

記念誌作成等の必要経費を確

保したうえで金額を見直すた

め、大きな影響はない。 
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事業番号 65  

事務事業名 第五中学校土地買戻し 主管課 教育企画課 

事務事業概要 

第五中学校の改築にあわせて北側用地を購入することにより、改築後の良好な教

育活動の空間の維持、生徒の日常的な安全の確保、緊急時への備えの向上等を図

る。 

見直し区分 令和３年度は中止 効果額 （事業費） 261,947千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

令和３年度予算における市の財

政状況を鑑み、武蔵野市土地開

発公社にて取得済の用地の買戻

しを、次年度以降に延期する。 

見直しによる

影響・対応策 

令和３年度は基本設計・実施

設計を行うため、改築事業へ

の影響はない。 

 

事業番号 66  

事務事業名 
教職員団体向け補助金（武教研、校長会、副校長

会、事務職員会） 
主管課 指導課 

事務事業概要 
教職員で構成される各種団体の研究活動等の充実を図ることを目的に、活動に要

する経費を補助する。 

見直し区分 令和３年度は縮小 効果額 （事業費） 960千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 
これまでの決算内容を鑑み、各

団体への補助金を減額する。 

見直しによる

影響・対応策 

これまでの決算内容を鑑みて

教職員団体への補助金を見直

すものであり、児童生徒への

直接的な影響はない。 
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事業番号 67  

事務事業名 吹奏楽クラブ講師謝礼 主管課 指導課 

事務事業概要 
学校裁量による予算とは別立てで市立小中学校吹奏楽クラブの指導を行う外部

講師に対しての謝礼金を予算化しているもの。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 120千円 （人件費） 178千円 

見直し内容 

学校裁量予算の範囲内で対応可

能であるため、別立ての予算化

を行わない。 

見直しによる

影響・対応策 

各校で予算化している謝礼

（地域の教育力の活用等）で

十分対応可能なため、児童生

徒への影響はない。 

 

事業番号 68  

事務事業名 教育用システム運用管理 主管課 指導課 

事務事業概要 パソコン教室などで使用するシステムの維持管理を行う。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 9,190千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

学習者用コンピュータの活用の

推進を契機に、現在導入してい

る教育用システムの運用保守の

見直しを行うとともに、授業に

支障のない範囲で機器等の返却

や撤去を行う。 

見直しによる

影響・対応策 

学習者用コンピュータの活用

で代替可能なため、児童生徒

への影響はない。 
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事業番号 69  

事務事業名 特別支援教育専門家スタッフ派遣事業 主管課 教育支援課 

事務事業概要 
発達障害を専門とする大学教授等が小学校年間８回、中学校年間６回、学校で授

業観察を行い、教員に児童生徒の支援に関する専門的な助言を行う事業。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 500千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

令和３年度以降は、小学校の回

数を年間６回（中学校と同様）に

削減する。 

見直しによる

影響・対応策 

発達障害の児童生徒を対象と

する特別支援教室を平成 29

年度に全小学校に、令和２年

度に全中学校に導入し、各校

における支援体制は拡充され

てきたため、影響はないと考

える。今後、特別支援教室の支

援体制と専門家スタッフ派遣

事業との関連について精査す

る。 

 

事業番号 70  

事務事業名 
ココ KARA スポーツマップ（むさしのスポーツ＆

マップガイド）の発行 
主管課 生涯学習スポーツ課 

事務事業概要 

気軽にスポーツを楽しむことができるように、市立スポーツ施設やスポーツ情報

の他、民間を含む市内スポーツ施設、ウォーキングコースを掲載したガイドを隔

年で作成、発行している。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 484千円 （人件費） 631千円 

見直し内容 

複数の課において様々なマップ

が作成されていること、作成が

隔年であり時間の経過に伴い掲

載情報が古くなってしまうこと

などを鑑み、令和３年度以降は

発行しないこととする。 

見直しによる

影響・対応策 

インターネットを活用し民間

施設も含めたスポーツイベン

ト・講座の情報を集約し、発信

できる仕組みを検討する。 
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事業番号 71  

事務事業名 
家庭教育学級「子育て中の方のためのモーニン

グ・コンサート」 
主管課 生涯学習スポーツ課 

事務事業概要 
子育て中の方を対象とした託児付き生涯学習講座。平成２年度から毎年２、３回

実施し、これまでに計 73回開催してきた事業。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 579千円 （人件費） 126千円 

見直し内容 

音楽に関しては、（公財）武蔵野

文化事業団が託児付きコンサー

トを実施しているなど、生涯学

習としての一定の役割は果たし

たと考えられるため廃止とす

る。 

見直しによる

影響・対応策 

（公財）武蔵野文化事業団に

よる託児付きコンサート等の

類似事業を案内するため、廃

止による影響は少ないと考え

られる。子育て世代の生涯学

習に関する関心領域は多様で

あるため、音楽に限らない形

の代替事業について、令和３

年度中に検討を行う予定であ

る。 

 

事業番号 72  

事務事業名 16ミリ映写機及びフィルムの管理・貸出業務 主管課 生涯学習スポーツ課 

事務事業概要 

生涯学習スポーツ課で保有している 16 ミリ映写機とフィルムの管理、貸出を行

うもの。フィルムには、子ども向け映画やアニメなどが収録されており、市民団

体やコミュニティセンターがこども祭りなどのイベントの際に利用することが

多かったが、直近の貸出実績は年数回程度となっている。 

見直し区分 廃止 効果額 （事業費） 61千円 （人件費） 37千円 

見直し内容 

貸出頻度が年数回と少ないこ

と、映写機やフィルムの劣化が

進み安全面に難があることなど

の状況を鑑み、安全に利用でき

るものについては、必要な部署

に移管し、貸出について廃止と

する。 

見直しによる

影響・対応策 

直近の年間貸出実績が、映写

機は０台、フィルムは数件程

度であり、16ミリフィルムに

ついては、必要とする部署に

移管できるため、廃止による

影響はない。 
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事業番号 73  

事務事業名 文化財散策マップのデジタル化 主管課 生涯学習スポーツ課 

事務事業概要 
市内の文化財の解説や、文化財を巡りながら散策のできるおすすめのコースなど

が掲載されているマップであり、隔年で発行している。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 500千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

文化財の散策ではなく、地図と

して利用する方が多いため、紙

媒体による発行をやめウェブ公

開とする。 

見直しによる

影響・対応策 

市ホームページに掲載された

「文化財散策マップ」を案内

する。ウェブ環境が整ってい

ない方に対しては、武蔵野ふ

るさと歴史館での文化財シス

テムによって閲覧できるよう

に対応する。 

 

事業番号 74  

事務事業名 民俗資料収集事業 主管課 生涯学習スポーツ課 

事務事業概要 
民俗資料の悉皆調査の中心的役割を果たしていた調査協力員による、市内に残る

有形・無形の民俗資料及びその情報の収集を行う事業。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 200千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

民俗担当の学芸員が配置され、

民俗資料収集調査協力員の代わ

りを果たすことができるように

なったことや協力員の高齢化等

の状況を鑑み、歴史館大学の卒

業生をサポーター・ボランティ

アとして民俗分野に取り組める

よう、育成する方向に再編する。 

見直しによる

影響・対応策 

民俗担当の学芸員の配置や歴

史館大学の卒業生がサポータ

ー・ボランティアとして活動

する体制を開始することで代

替可能なため、市民への影響

はない。 
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事業番号 75  

事務事業名 
図書館資料収集・保存事業（オンラインデータベ

ース） 
主管課 図書館 

事務事業概要 

来館者が、図書館に設置されたインターネット検索用パソコンから、法令、判例、

新聞記事等のオンラインデータベースを利用し、調査研究に必要な情報を検索、

閲覧できるサービス。 

見直し区分 その他 効果額 （事業費） 2,577千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

来館者の調査研究に資するサー

ビスの充実を図るため、以下２

点について見直しを行う。 

①紙媒体で収集し利用者の閲覧

に供している法令等のうち、

既存オンラインデータベース

の活用で代替可能なものは、

代替する。 

②オンラインデータベースの新

規コンテンツの追加。 

見直しによる

影響・対応策 

ＩＣＴを活用し、情報検索・調

査支援サービスを充実すると

ともに、令和２年度システム

更新時に、利用者用検索端末

台数を増加することで、利用

者のサービス利用機会を確保

する。 

 

事業番号 76  

事務事業名 調査旅費 主管課 議会事務局 

事務事業概要 市議会の行政視察に係る調査旅費。 

見直し区分 縮小 効果額 （事業費） 1,080千円 （人件費） 0千円 

見直し内容 

令和３年度予算における市の財

政状況を鑑み、実態に即した減

額を行う。 

見直しによる

影響・対応策 

実態に即した見直しを行うも

のである。 
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